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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

中間連結会計期間
第24期

中間連結会計期間
第23期

会計期間
自2023年９月１日
至2024年２月29日

自2024年９月１日
至2025年２月28日

自2023年９月１日
至2024年８月31日

売上高 （千円） 3,005,455 3,234,605 6,264,823

経常利益 （千円） 16,433 1,204 95,040

親会社株主に帰属する中間（当期）純

利益又は親会社株主に帰属する中間純

損失（△）

（千円） 49,565 △12,575 106,516

中間包括利益又は包括利益 （千円） 68,486 △24,033 120,089

純資産額 （千円） 213,786 241,355 265,389

総資産額 （千円） 2,044,563 2,357,363 2,100,192

１株当たり中間（当期）純利益又は中

間純損失
（円） 28.49 △7.23 61.23

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 10.5 10.2 12.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △6,869 △105,765 179,201

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △3,544 △34,162 △22,763

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △6,962 365,842 △154,383

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 647,129 892,474 666,561

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復しております。先行きに

ついては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されていま

す。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気

の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっています。また、物価上昇、通商政策などアメリカの政策動

向、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。

　当社グループが属する情報通信サービス業界におきましては、コロナ禍で加速した社会のDX化に加え、

Windows10のサポート終了に伴い、情報通信ネットワーク機器の修理、メンテナンス等は、ますます社会的必要性

の高まりを見せております。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、以下の施策に注力し、2025年８月期を最終年度とする中期

経営計画（連結売上高68億円、連結営業利益率３％）達成へ向け、事業活動を行っております。

①　「デジタルホスピタル」戦略による個人向けサポートの事業成長

②　法人DXサポート領域のシェア拡大

③　新規事業「IoTリフォーム」の拡大

　以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は3,234百万円（前年同期比7.6％増）、営業利益は２百万円（前年同

期比88.9％減）、経常利益は１百万円（前年同期比92.7％減）、親会社株主に帰属する中間純損失は12百万円（前

年同期は親会社株主に帰属する中間純利益49百万円）となりました。

　なお、当社グループの主要な事業は、パソコン、タブレット端末、スマートフォン、家庭用ゲーム機器、及びデ

ジタル家電等のネットワーク対応機器に関する設定設置やトラブルに対し、訪問または電話で対応、解決するサー

ビスの提供や、店舗に持ち込まれた機器の修理やトラブル解決を行っており、事業セグメントはスマートライフサ

ポート事業による単一セグメントであります。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産の残高は2,357百万円（前連結会計年度末比257百万円増）となりました。

主な要因は、売掛金が525百万円（前連結会計年度末比50百万円減）となった一方で、現金及び預金が892百万円

（前連結会計年度末比225百万円増）、商品が320百万円（前連結会計年度末比58百万円増）となったことによる

ものです。

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債の残高は2,116百万円（前連結会計年度末比281百万円増）となりました。

主な要因は、未払費用が75百万円（前連結会計年度末比46百万円減）となった一方で、長期借入金が649百万円

（前連結会計年度末比335百万円増）となったことによるものです。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産の残高は241百万円（前連結会計年度末比24百万円減）となりました。

主な要因は、利益剰余金が△275百万円（前連結会計年度末比12百万円減）となったことによるものです。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、892百万円（前連結会計年度末

は666百万円）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、105百万円（前年同期は６百万円の使用）となりました。この主な要因は、税

金等調整前中間純損失が４百万円となり、棚卸資産が58百万円増加、未払費用が46百万円減少したことによるもの

であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、34百万円（前年同期は３百万円の使用）となりました。この主な要因は、敷金

及び保証金の差入による支出が18百万円、有形固定資産の取得による支出が９百万円あったことによるものであり

ます。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、365百万円（前年同期は６百万円の使用）となりました。この主な要因は、

長期借入金の返済による支出が154百万円、社債の償還による支出が10百万円あった一方で、長期借入れによる

収入が530百万円あったことによるものであります。

 

（４）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（６）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,160,800

計 4,160,800

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2025年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,739,800 1,739,800
名古屋証券取引所

ネクスト市場

単元株式数は100株

であります。

計 1,739,800 1,739,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

        該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

        該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年９月１日～

2025年２月28日
－ 1,739,800 － 360,058 － 212,597
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（５）【大株主の状況】

  2025年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合

(％)

家喜　信行 兵庫県川辺郡猪名川町 650,200 37.37

榊原　暢宏 名古屋市昭和区若柳町 384,100 22.07

ＪＩＡ＆ＩＥバリュー・イノベーショ

ン有限責任事業組合
東京都港区芝２丁目３－12 81,300 4.67

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥ

Ｓ　ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－

ＭＡＲＧＩＮ（ＣＡＳＨＰＢ）

（常任代理人　野村證券株式会社）

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ，ＥＣ

４Ｒ ３ＡＢ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋１丁目13－１）

55,100 3.16

ギグワークス株式会社 東京都港区西新宿２丁目11－６ 54,000 3.10

イノベーション・エンジン株式会社
東京都港区芝２丁目３－12

芝アビタシオンビル３Ｆ
47,995 2.75

守屋　博隆 大阪府豊中市 40,900 2.35

日本ＰＣサービス従業員持株会
大阪府吹田市広芝町９－33

プレシデントビル１Ｆ
35,400 2.03

ＮＵＷＯＲＫＳ株式会社
東京都豊島区南池袋１丁目16－15

ダイヤゲート池袋５階
19,000 1.09

株式会社ＰＥＩ
大阪市北区梅田１丁目１番３－2700

大阪駅前第３ビル２７階
18,100 1.04

計 － 1,386,095 79.67

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,737,900 17,379 －

単元未満株式 普通株式 1,700 － －

発行済株式総数  1,739,800 － －

総株主の議決権  － 17,379 －
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②【自己株式等】

    2025年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本PCサービス株

式会社

大阪府吹田市広芝

町９番３３号
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年９月１日から2025年２月

28日まで）に係る中間連結財務諸表について、桜橋監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年８月31日)

当中間連結会計期間
(2025年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 666,561 892,474

売掛金 576,018 525,618

商品 261,394 320,016

貯蔵品 2,524 2,975

前払費用 122,150 135,605

その他 74,531 76,025

貸倒引当金 △32,953 △38,079

流動資産合計 1,670,226 1,914,636

固定資産   

有形固定資産 47,273 49,123

無形固定資産   

のれん 128,721 114,745

その他 26,137 33,805

無形固定資産合計 154,858 148,551

投資その他の資産   

投資有価証券 37,570 21,064

差入保証金 105,317 119,761

繰延税金資産 46,374 64,382

長期貸付金 71,474 61,198

その他 24,251 26,969

貸倒引当金 △57,155 △48,324

投資その他の資産合計 227,833 245,052

固定資産合計 429,966 442,726

資産合計 2,100,192 2,357,363

負債の部   

流動負債   

買掛金 112,062 125,680

１年内償還予定の社債 20,000 10,000

短期借入金 350,000 350,000

１年内返済予定の長期借入金 212,353 252,318

未払金 286,711 294,262

未払費用 122,870 75,953

未払法人税等 28,761 30,149

賞与引当金 12,650 13,453

契約負債 177,250 154,270

その他 136,732 102,717

流動負債合計 1,459,392 1,408,805

固定負債   

社債 40,000 40,000

長期借入金 313,841 649,718

その他 21,569 17,484

固定負債合計 375,410 707,202

負債合計 1,834,803 2,116,008

純資産の部   

株主資本   

資本金 360,058 360,058

資本剰余金 156,566 156,566

利益剰余金 △263,146 △275,722
自己株式 △433 △433

株主資本合計 253,044 240,469

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,345 886

その他の包括利益累計額合計 12,345 886

純資産合計 265,389 241,355

負債純資産合計 2,100,192 2,357,363
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

売上高 3,005,455 3,234,605

売上原価 1,799,967 2,069,443

売上総利益 1,205,488 1,165,161

販売費及び一般管理費 ※ 1,180,444 ※ 1,162,380

営業利益 25,043 2,781

営業外収益   

受取利息 368 837

受取配当金 314 78

貸倒引当金戻入額 － 3,404

助成金収入 2,592 －

その他 1,162 1,431

営業外収益合計 4,438 5,752

営業外費用   

支払利息 5,561 7,011

貸倒引当金繰入額 6,562 －

その他 924 318

営業外費用合計 13,048 7,329

経常利益 16,433 1,204

特別利益   

投資有価証券売却益 1,425 －

子会社株式売却益 61,893 －

その他 83 －

特別利益合計 63,402 －

特別損失   

固定資産除売却損 － 5,674

特別損失合計 － 5,674

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
79,836 △4,470

法人税等 30,270 8,104

中間純利益又は中間純損失（△） 49,565 △12,575

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
49,565 △12,575
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

中間純利益又は中間純損失（△） 49,565 △12,575

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 18,920 △11,458

その他の包括利益合計 18,920 △11,458

中間包括利益 68,486 △24,033

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 68,486 △24,033
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
79,836 △4,470

減価償却費 28,353 11,231

のれん償却額 41,463 13,975

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,794 803

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,077 △3,705

受取利息及び受取配当金 △682 △916

支払利息 5,561 7,011

子会社株式売却損益（△は益） △61,893 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,425 －

固定資産除売却損益（△は益） △83 2,300

売上債権の増減額（△は増加） △59,856 51,103

未収入金の増減額（△は増加） △11,982 4,315

棚卸資産の増減額（△は増加） △14,458 △58,622

仕入債務の増減額（△は減少） 42,139 13,618

未払消費税等の増減額（△は減少） △21,546 △28,583

未払費用の増減額（△は減少） 2,365 △46,917

その他 △16,038 △40,801

小計 21,625 △79,656

利息及び配当金の受取額 682 916

利息の支払額 △5,429 △7,019

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △23,748 △20,005

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,869 △105,765

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,349 △9,180

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
△7,662 －

敷金及び保証金の差入による支出 △4,110 △18,931

投資有価証券の取得による支出 △199 －

投資有価証券の売却による収入 9,425 －

その他 4,351 △6,050

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,544 △34,162

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 170,000 530,000

長期借入金の返済による支出 △156,962 △154,158

社債の償還による支出 △20,000 △10,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,962 365,842

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17,376 225,913

現金及び現金同等物の期首残高 664,506 666,561

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 647,129 ※ 892,474
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益又は税引前中間純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年９月１日

　　至　2024年２月29日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年９月１日

　　至　2025年２月28日）

給与手当 295,371千円 291,874千円

賞与引当金繰入額 5,722 3,323

貸倒引当金繰入額 △1,711 △300

広告宣伝費 153,110 150,614

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年９月１日
至　2024年２月29日）

当中間連結会計期間
（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

現金及び預金勘定 647,129千円 892,474千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 647,129 892,474

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年９月１日　至　2024年２月29日）

配当金支払額

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

配当金支払額

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、スマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年９月１日　至　2024年２月29日）

（単位：千円）

 合計

フィールドサポート事業 2,353,099

会員サポートセンター事業 652,355

外部顧客への売上高 3,005,455

 

当中間連結会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

（単位：千円）

 合計

フィールドサポート事業 2,545,367

会員サポートセンター事業 689,238

外部顧客への売上高 3,234,605

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年９月１日
至　2024年２月29日）

当中間連結会計期間
（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損

失（△）
28円49銭 △７円23銭

　（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社

株主に帰属する中間純損失（△）（千円）
49,565 △12,575

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益又は親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（千円）

49,565 △12,575

　普通株式の期中平均株式数（株） 1,739,588 1,739,588

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年４月14日

日本ＰＣサービス株式会社

取締役会　御中

 

桜橋監査法人

　大阪府大阪市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮崎　博

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 川﨑　健一

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本PCサービス

株式会社の2024年９月１日から2025年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年９月１日から2025年２月

28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日本PCサービス株式会社及び連結子会社の2025年２月28日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役並びに監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の
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注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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